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本研究では，自治体が設定した不登校に関わる課題への対応を専任とする教員（不登校対応

教員）へコンサルテーションを行い，その取組の支援内容と効果を検証した。予備研究では，

自治体手引きの補助資料として作成する「福岡市ステップ応援資料

」作成に向けたアンケートの実施や，コンサルテーションの手続きの構造

化を行った。第１研究では， （試行版）を使いながらコンサルテーションの役割を検討し，

業務に関する視野の広がり･遂行の具体化等の変容がコンサルティにみられた。第２研究では，

市内不登校対応教員へ配布する を用いて，不登校対応教員へのコンサルテーションを３

形態で実施したところ，生徒の学校適応感向上や業務内容の拡がりが確認された。第３研究で

は，市内不登校対応教員へ を活用したコンサルテーションを実施し，担任との連携によ

る取組や時期に応じた生徒支援がスムーズに行われる等の変容が見られた。 を不登校対

応教員が活用し参考にする結果がみられ，資料の汎用性が確認できた。

 
 

問題と目的

問題の背景

不登校対応の重要性が指摘され，これまで支援

には多くの実践があり研究成果も報告されている。

例えば，教師への不登校児童生徒の問題を解決す

るためのコンサルテーションに関する研究 小林，

のように個別支援に関わるものや，通常は特

別支援教育に用いられる直接支援を行う教師への

個別教育プログラム を，不登校･教室忌避傾

向の生徒に援用したシステム作りの実践（西山，

）などがある。

また，不登校は自治体全体の課題とされ，多く

の行政機関で課題とされている 後藤， 。大

分県教育委員会 は，不登校対応を主たる役

割とした担当者の配置を行っている。千葉県

は，不登校対応チームを中核とし支援のモ

デルを示した。いずれも，不登校対応を担う担当

者を校内に定め，資料を作成し活用を喚起してい

る。校内推進する担当者の力量向上と組織的な取

組は重要な課題といえる 文部科学省 。

こうした不登校支援についての実践は，自治体

における施策が示される一方，担当教員の力量向

上を検討した研究は見当たらない。さらに，年間

を通したコンサルテーションの過程を記録したも

のはなく，担当者への力量向上のための支援の汎

化に向け，効果的なアプローチを検討する必要が

ある。つまり，力量向上させる有効なコンサルテ

ーション方法を明らかにすることは喫緊の課題と

いえる。

不登校対応教員

福岡市では平成 年度より，不登校への適切な

指導，体制づくり等を推進に向け，全国に先駆け

て｢不登校対応教員｣ 専任 を全中学校 離島除 に

配置した。｢不登校対応教員の手引き｣（福岡市教

育委員会， ）によると，不登校対応教員とは，

不登校にかかる組織的な取組や対応等が，適切に

行われているかどうかを点検し，タイミングよく

アドバイスしたり，保護者や関係機関を交えた話

 
不登校対応教員，３形態のコンサルテーション，福岡市ステップ応援資料 
 

キーワード：

241

〔課題演習報告〕

福岡教育大学大学院教職実践専攻年報　第９号　241-248（2019）



し合いの場を設定したりするなど，コーディネー

ターの役割を果たす教員であると記載されている。

３形態のコンサルテーション

コンサルテーションとは，異なる専門性をもつ

複数の者が，援助の対象 例：子ども の問題状況

について検討し，よりよい援助のあり方について

話し合うプロセス 作戦会議 である（石隈， ）。

問題解決型，研修型，システム介入型がある。

さらに三野輪 は，問題解決型コンサルテ

ーションには一人の教師や保護者をコンサルティ

にしたものと，複数のコンサルティを対象にした

ものがある。援助チームも，問題解決型にあたる。

研修型コンサルテーションでは，一度に多数の人

を対象にすることができ，援助者の能力が向上す

ることで一時的援助サービス促進の機能を果たす

ことができるとある。市内不登校対応教員へのア

ンケートによると，個別生徒の支援方法とあわせ

て， 活用法や進路指導等，各校で共通する課

題がみられた。なお，システム介入型コンサルテ

ーションについては，本研究の性質上，対象から

外した。

そこで本研究におけるコンサルテーションを，

①個別のケース「個別コンサルテーション」②共

通の課題協議やチーム援助を行う「グループコン

サルテーション」③研修会や資料配布を活用した

「研修型コンサルテーション」の３形態とする。

福岡市ステップ応援資料（ ）

「不登校対応教員の手引き」（福岡市教育委員会，

）に記載されている活動内容を咀嚼化し，全

国自治体の取組や毎月開催される不登校対応教員

研修会内容を踏まえた「福岡市ステップ応援資料

」を作成し，職員向け通信と時期に応じて

必要と思われる資料をセットにした 毎月２～３

資料 。資料は，市内全校の不登校対応教員へ送付

し，コンサルテーションのツールとして活用する。

研究の目的

本研究では， を用いたコンサルテーショ

ンを行い，不登校対応教員の力量を向上させるた

めの支援内容と効果を検証することを目的とした。

第１研究では 試行版 を用い不登校対応

教員へ，個別のコンサルテーションを実施し，成

果と課題を検証する。第２研究では，全市配布の

を用いた不登校対応教員へのコンサルテー

ションを３形態で実施し，生徒の学校適応感向上

や対応教員の力量向上を確認する。第３研究では，

市内不登校対応教員へ を活用したコンサル

テーションを実施し，資料有効性と業務内容の拡

がりを確認する。

２ 予備研究 実践に向けた事前準備

目的

コンサルテーション内容の共有化と支援方針を

明確にするための記録シートおよびアンケートの

作成を行う。

方法

ア 期間 平成 年 月から平成 ＋１年１月

イ 実施の手続き

①コンサルテーション方法および記録シート作成

②コンサルテーション項目およびアンケート実施

資料作成の具体的手順

①コンサルテーション方法の検討

コンサルテーションの留意事項と記録用紙の作

成を行った。ここでは，コンサルテーションの進

め方について，石隈 ）や

をもとに，コンサルテーショ

ンの手順や確認事項を明確にした 表１ 。

②コンサルテーション項目検討・アンケート実施

不登校児童生徒への支援の在り方について(通
知)(文部科学省， をはじめ，全国約 件の

地方自治体の不登校対応手引き等を参考に，「不登

校対応教員の手引き」に沿って項目を精査し，大

学院教授との協議を重ねて，業務内容に関する項

目を整理するための資料を作成し，アンケートの

実施をした 表２ 。

結果と考察

本予備研究においては，コンサルテーションの

際の留意事項ならびに手順を明確にすることで，

汎用化に向けた実践記録を作成した。また，不登

校教員が業務内容を把握できるよう，市教委が作 
 

【表１】不登校対応教員へのコンサルテーションの手順

コンサルテーション手順：
【 アンケート】→【 アセスメント】→【 計画】
→【 実践】→【 評価】→【 改善】

不登校対応教員のニーズをアンケート 主に多数の
場合 ・面談 主に個別の場合 で調査する

不登校対応に関する推進状況のアセスメントを行う

目標設定および援助方針を考える。
コンサルティから，資料（先行研究･実践）等情報の希
望があれば，コンサルタントが必要に応じて紹介する。

コンサルティが取り組む不登校対応の実践を行う。
不登校対応状況に沿い，コンサルタントが必要と思わ
れる提案を行い，実施の判断をコンサルティに委ねる。

コンサルテーション前後での成果･課題を検討する
（アンケート不登校対応教員および職員への聞き取り）

成果･課題の検討をもとに，次の手立てを考える。
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成した「不登校対応教員の手引き」を元に「不登

校対応教員の活動に関する指標」を作成した。指

標をもとにアンケートを市不登校対応教員研修会

において全員に配布しその場で回収した（回収率

％）。全市的傾向を把握し，特に課題がみられ

る項目を精査し， 作成における参考資料と

し，特に担当者が必要と考えた「学習支援」「経験

の継承」「研修内容の実践」「担任との連携」「未然

防止・初期作成対応」の５項目について，在籍校

担当者や大学院教授と検討を重ね，支援に必要な

資料の作成を行った。

第１研究

目的

｢福岡市ステップ応援資料

｣を用いた不登校対応

教員への個別のコンサルテーションを行い，成果

と課題を検討した。 
方法

ア 期間：平成 X 年 12 月から平成 X+１年 2 月  
イ 対象：不登校対応教員 １名 
ウ 実施の手続き 

試行版 を活用し，コンサルテーション

の手順に沿って進め方の確認を行い，コンサル

ティの変容を検証した。

結果と考察 
コンサルテーションの手順に沿って実施するこ

とで，目標設定や支援内容が明確になり，支援を

スムーズに行うことができた。不登校対応教員へ

のアンケート 図１ から，不登校対応教員の業務

に関する視野の広がり･遂行の具体化･職員の不適

応傾向の生徒への関心を高める働きかけが成果と

してみられた。一方，支援方針の決定や校内での

共通理解など運営面の改善への対処が課題とされ

た。変容についてはコンサルティの自己評価での

改善がみられた。多様なキャリアステージの担当

者の力量向上に資する資料・方法であるかを検討

するには，さらに対象を広げ， 支援を行う

１ 校内支援体制に関すること

不登校傾向生徒の状況把握に関する対策委員会（生

徒指導委員会等）が十分に機能している。

不登校傾向生徒への対応方法など，予防的な取組等

に関する校内の基本的なマニュアルがある。

不登校傾向生徒の学力補充について，組織的に対応

している。

２ 適応指導教室運営について

校内適応教室を，安心できる「居場所」として運用

している。

校内適応指導教室において，担任・教科担任と連携

しながら学習指導を行っている。

個別の支援計画等を活用し，関係職員が連携して生

徒支援を行っている。

３ 小中連携の推進

月１回，小学校へ出向き不登校傾向児童の状況把握

に努めている。

小学校時代不登校傾向があった生徒について，個別

に教育相談や学習支援などを実施している。

小学校時代に欠席が多かった生徒について，その状

況を担任および関係職員が把握している。

４ 関係機関・専門家との連携

現在関係機関と連携をとっている生徒について，学

校と月１回以上連絡をとっている。

関係機関と連携している生徒の状況について，記録

および報告がなされている。

スクールカウンセラーをはじめとする専門家と連

携をとり，個別および校内の適応支援（不登校支援）体

制について連携している。

５ アンケートの活用推進

アンケートの結果をもとに，関係職員で支援方法

について協議している。

要支援群と不満足群の生徒に，個別面談や支援を実

施している。

要支援群の生徒について，学期はじめの動向に注意

するよう学校全体で取り組んでいる。

６ 研修の充実

不登校生徒の特性を病気や発達障がいの可能性を踏

まえた研修をし，実践にいかされている。

個別生徒の対応方法についての研修を，実施してる。

外部で行われた研修内容が，校内研修等伝達されて

いる。

７ 家庭との連携に関すること

不登校生徒の家庭への連絡は，関係職員が連携して

行っている。

欠席初日～３日目の対応について，家庭への連絡方

法について校内で対応方法が決められている。

定期的に支援の状況を確認し，支援内容（誰が，い

つ，どのように）を協議することがなされている。

８ 個別の生徒への支援に関すること

校内のすべての不登校生徒の状況が把握できてい

る。

学年を越え不登校生徒への支援は一貫して行われ

る。

不登校傾向の生徒については個別の支援のための計

画が作成されている。

【表２】不登校対応教員の活動に関する指標
（「不登校対応教員の手引」を元に報告者が作成）

【図１】コンサル前後の不登校対応教員 の自己評価
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必要がある。加えて，他者評価や支援対象となっ

た生徒の変容も含め，多様な経験をもつ担当者が

いることをふまえた研修システムと支援力向上へ

の効果を検討する必要がある。

４ 第２研究

 目的

市内不登校対応教員へ送付する と併行し

たコンサルテーションを実施し，不登校対応教員

の力量向上と生徒の適応状況の向上の過程を見取

り，効果を検討した。 
方法

ア 期間：平成 ＋１年４月～ 月

イ 対象 市内不登校対応教員のうち，対象者 （コ

ンサルティ）１名

ウ 方法： を活用した３形態のコンサルテー

ション

エ 効果測定：

①支援が必要な対象生徒（以下対象生徒）の変容：

欠席日数等の状況改善， アンケート，関係職

員からの聞き取り

②コンサルティの自己評価：アンケートおよび聞

き取り調査 ５月と 月の比較）

③コンサルティの行動変容：ステップ応援資料の

活用状況調査と業務内容の分析

④関係職員への聞き取り

オ 実施の手続き：

①業務内容を拡げる実践

福岡市不登校対応教員の手引の補助資料として

毎月更新する を用いて，コンサルタントか

らコンサルティへコンサルテーションを実施する。

は，年間計画に沿って毎月作成し配布する

累積型とした。

②個別生徒への支援

コンサルティの個別支援に対して， （ 月

号）「校内 研」を活用し，コンサルタントはコ

ンサルテーションを進めながら，対象生徒の個別

支援を実施する。

結果

を活用し業務内容を拡げる実践

①ステップ通信（毎月）：不登校の未然防止・不登

校生への対応方法の紹介として，ステップ通信を

毎月発行し全職員へ配布した。コンサルティから

担任や学年職員へ必要な行動や心構えを伝えるこ

とによって，職員間の不登校生徒対応への関心が

高まり，生徒への支援がよりきめ細やかになった。

②ステップ連絡票 ５月号 ：日常的に活用し担任

との連携へ役立てた。担任の目に触れることで，

ステップルームに足を運び，生徒と話をする機会

をつくることに役立てたり，担任とステップ生徒

の関わりを自然に作ったりする方法として活用し

た。また，担任からコンサルティへの声掛けが増

え，連携がよりスムーズにいった。

③夏休み明けの生徒対応方法 ９月号 生徒の視

点にたって長期休みから新学期へ向かう生徒の様

子を把握することができ，新学期始まる前の家庭

訪問や担任との連携を行う際の視点として活用す

ることができた。

④通信制高校の一覧 月号 ：進路指導を行う際，

３年生進路で面談の際に学校紹介資料として活用

した。不登校傾向の生徒の中で，通信制高校を希

望する割合は増えている。特色が多様な高校の情

報を一覧として閲覧できることは，担任にとって

も進路指導をする上で，生徒の進路選択を行う際

の有効な資料となった。

を活用した個別生徒への支援

月号 「校内 研」を活用し，個別生

徒への支援を行った。校内 研と生徒支援を連

動させた資料である。校内 研で支援が必要と

判断された生徒や別室登校の生徒を対象に，生徒

支援を検討するコンサルテーションを，おおむね

週１回のペースで行った。対象生徒約 名の支援

より，２つの事例について報告する。

対人関係のトラブルがあった 子 年 の支援

において，コンサルティは支援会議，学年会，生

徒指導委員会に入り情報収集を行った。その内容

をコンサルタントへ伝達し，コンサルタントが自

助資源を活かした生徒支援を行いその結果をコン

サルティに報告した。関係職員と協働して生徒の

支援を継続して行い，支援開始後は大きなトラブ

ルは見られなかった。 １回目と２回目を比較す

ると，「教師との関係」と「学級との関係」におい

て，大きく上昇した。「教師との関係」については，

平均以下だったものが平均になった。「学級との関

係」については，最低点から平均に近づいた。

次に遅刻が多く教室への行き渋りが見られる

男 年 の支援において，コンサルティはコンサ

ルテーション開始前から日常的に支援を行ってい

た。コンサルタントは，コンサルティの側面支援

として，他者との関わりを育む取り組みを行い，

コンサルティへ報告した。コンサルティもまたコ

ンサルテーションの際は，毎回コンサルタントへ

支援の様子や学校生活について報告をした。コン

サルテーション実施後は，遅刻日数の減少や行動

面において教室への行き渋りが改善した。

244 山　本　弘　祥



不適応傾向の生徒の の結果は，不満足群か

ら満足群に変化した生徒，教師との関係の項目が

上昇した生徒等，生徒の変容が見られた。

管理職より，資料，実践の進め方について，以

下の評価があった。資料については報告者が作成

した資料をコンサルティが内容を確認し，自身の

業務内容に照らし合わせていた。その資料を不登

校対応教員が毎月全職員へ提供しており，職員に

とって経験則とあわせた新たな知識を得る機会と

なったと考える。実践方法として，不登校対応教

員と関係職員が連携をとることを効果的に行って

いた。報告者は関係職員や生徒への刺激を積極的

に行っていた。不登校対応教員はその内容を学年

職員や生徒指導担当職員へつなぎ，生徒と対象生

徒の関係をより密に行うことを常に行っていた。

生徒自ら他者に関わらせる取り組みは，対象生徒

が今後多くの人と関わる上で，有効的な手立てで

あると考える。個別の生徒において，数字には表

れない表情の変化も見られた。

考察

① を活用し業務内容を拡げる実践

コンサルティの業務を拡げる実践において，「１．

校内支援体制の構築」と「６．不登校生対応の研

修」において，職員全体の意識の啓発と担任や関

係職員と連携することでよりきめ細やかな生徒支

援ができる体制を作った。この点において，コン

サルテーションによる，コンサルティの取組の成

果があったと考える。また，校外研修の内容や全

国の取組を紹介することで，職員への専門知識の

啓発に寄与することができた。担任が不登校傾向

の生徒へ大切なポイントを確認し接することが出

来た点で，生徒や保護者の信頼を積み重ねること

ができたと考える。予防的観点で生徒の状況把握

をより積極的に行うことが，コンサルティの取組

を通してできたと考える。

② を活用した個別生徒への支援

コンサルタントの生徒との接し方や，生徒と関

係をつくり，担任や他の職員へつなぐことが，担

任をつなぐ取組を大切にする上で，参考になって

いた。対象生徒の支援を通して，コンサルティは

関係職員と連携した生徒支援のモデルをコンサル

タントと共有し， と連動した生徒支援を行う

ことができたと考える。また，コンサルタントは

個別の支援内容を記録することで，今後の支援モ

デルとしてコンサルティや関係職員へ活用する資

料を作成した。年度が替わり担当職員が代わった

際も，生徒支援を継続的に活かせる資料を作成で

きたことは，今後につながる取り組みができたと

考える。

このコンサルテーションを通して，不登校対応

教員の業務内容の中で特に，「１校内支援体制」「２．

適応指導教室運営」「５． アンケート」「８．

個別生徒の支援」において，コンサルティの業務

内容に幅が広がったと考える。

③第２研究全体の考察

コンサルティの感想よりコンサルタントとの日

常の関わりは，たいへん心強かったと考えている。

業務の進め方が自分であっているかどうかの指標

として考える点において，コンサルタントの経験

や知識を通して，自分の日常の業務内容を確認す

ることができ，生徒支援をより機能的に行う上で，

たいへん効果があったと考える。コンサルティの

不安の解消にもなっていた。不登校は，行動が外

在化した時には解決に時間がかかるケースも多く，

予防的な取組をすることにより，より効果的な生

徒指導が実践できたと考える。

コンサルテーションの３形態において，校内研

修を活用した研修型，学年会や生徒指導委員会を

活用したグループ型，随時開催した個別のコンサ

ルテーションと３形態のコンサルテーションを状

況に応じて，行うことができた。一方，不登校対

応教員の力量向上が限定的であったこと。作成し

た資料が職員全体で活用できるように，もっと工

夫をすべきであったこと等の課題が見られた。未

然防止や初期対応にもっと重点をあてた取り組み

を推進し，予防的な生徒指導をコンサルタントは

コンサルティと実践すべきであったと考える。

５ 第３研究

目的

を市内不登校対応教員に紹介し，コンサ

ルテーションを行うことで，資料の有効性と業務【図２】コンサル前後の不登校対応教員 の自己評価
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内容の拡がりを検討する。

方法

ア 期間：平成 ＋１年５月～ 月

イ 対象：市内不登校対応教員

ウ 方法：ステップ応援資料の活用と３形態のコン

サルテーション

エ 効果測定：業務内容の変容をアンケートと聞き

取りにより検証

オ 手続き：３形態のコンサルテーション

・個別（希望に応じて適時）

・グループ（希望に応じて適時）

・研修型①資料送付 毎月 ②研修会③アンケート

５月，９月， 月 ④アンケートフィードバック

結果

①アンケートの活用について

年３回のアンケート ５月，９月， 月 を実施

し，現場ニーズを把握しながら年間を通じて

作成を行った。ニーズにあった資料を作成

するために，アンケート内容の検証とフィードバ

ックを年間通して行いながら， 作成を行っ

た。結果として，資料活用率向上につなげること

ができ，業務内容の拡がりもみられた。

また，自身の業務に関する回答を直接するだけ

でなく，資料として全不登校対応教員へ配付した。

他の不登校対応教員の懸案事項を知る機会となり，

個別コンサルテーションの内容で課題が共通なも

のについて，全体へ拡げる機会となった。

アンケートの質問項目を，自分の業務内容の確

認として活用しているケースもあり，業務内容を

拡げる指標としての役割も果たすことができた。

②ステップ応援資料の活用 年間を通して

毎月１回 を作成し，市内全校の不登校対

応教員へ送信した（表４）。自己啓発の資料として

や業務内容への気づき等の確認で活用され，実践

や知識の向上に活かされている。資料内容が時系

列で時期に応じて必要なことがまとまられており，

予防的な生徒指導の一環として見通しを立てて支

援を行うことにも役立った。職員研修，校内掲示，

【図３】ステップ応援資料 活用状況

【表３】福岡市ステップ応援資料 月毎に２～３資料作成

発行月 福岡市ステップ応援資料内容※毎月全校送信
ステップ通信については，「スクール ネット」
で掲載（毎月更新）

５月 １．通信（①４月研修会報告（早期対応の取り組み）
②配布物について）
２．担任への連絡票 ３．学習支援サイトの紹介
４．アンケート実施（ 回目）

６月 １．通信（①５月研修会報告（教育相談課事業）
②体育会前後の生徒支援 ③ 実施後の生徒支援

２．全国自治体不登校対応手引き等内容一覧
７月 １．通信（①６月研修会報告（保護者支援）

②学期末，夏休み生徒支援
２． 校内研例 資料一式（全国自治体資料より）

９月 １．通信（①７月研修会報告（児童虐待， ）
２．夏休み，学期初めの支援（全国自治体資料より）
３．アンケート実施 回目

月 １．通信（①９月研修会報告（通信制，単位制高校に
ついて）

２．市内不登校対応教員質問への返答
月 １．通信（①１０月研修会報告（校内適応指導教室の

運営）
２．市内校内適応指導教室 運営例の紹介（昨年度）

月 １．通信（①全国適応指導教室発表会報告②進路連絡）
２．福岡県通信制高校連絡協議会 説明会資料
３．アンケート実施 回目

職員への配布，小中連絡会資料等でも活用され，

今後の継続的な発行を望む声もあった。資料の活

用が生徒支援や校内支援体制の構築の一助として

の業務内容を拡げたり，よりきめ細やかにしたり

することができ，活用の効果が伺える。これら一

連の不登校対応教員個々の取組が，不登校対応教

員の活動を拡げた（図３）。

③各資料の活用状況（活用した，参考にした合計）

ア 研修資料（７月，活用率： ％〉

校内研修会を行う際に資料を活用したり，小中連

絡会の研修資料として活用したりした。 アン

ケートを２回とる学校の中には，２回目の活用方

法についての問い合わせもあった。外部講師を招

聘するスタイルとあわせて，主体性をもって自校

実態に即した研修を推進するする様子がみられた。

イ  ステップ通信 毎月発行，活用率： ％）

不登校対応教員が学校で，職員へ配布して取組

の発信ができるように，月例の情報提供のための

テンプレートを作成した。①挨拶文，②全国の取

組等，③研修会報告，④担任との連携の４分割で

構成し，毎月の不登校対応に関

する研修内容を報告したり，校

内だよりを作成する際の資料と

して活用したりすることを想定

している。各自が校内で通信を

発行することで，不登校対応教

員の主体的な活動が促進された

（図４）。

【図４】ステップ通信 活用状況 
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【図５】月別ステップ通信用テンプレート（例： 月号

ウ 夏休み明け生徒対応（８月，活用率： ％）

職員への啓発資料として活用したり，生徒支援

の際の視点として活用したりした。全職員に配布

し職員の意識を高め，関係機関と連携した取り組

みをしたりするなど，業務内容への気付きや拡が

りがあった。資料を通して，生徒支援の幅やきめ

細かさが出ている学校があった。

個別のコンサルテーション全般において，情報

提供や疑問点にすぐに対応したり，助言をするこ

とが業務を進める上での指針となったり，精神的

な安心感につながっているとのコメントがあった。

コンサルテーションを通して，業務内容の確認を

し，新たな業務に取り組むその１つ１つが，業務

内容の拡がりにつながっている学校もあった。

考察

「ステップ応援資料」を作成し毎月全校へ送付

する取組は，活用状況の割合からみて，現場視点

に立ちニーズを的確に分析した内容であったと考

える。業務への励みになったりたり，指標とした

りすることで，精神的な面でも貢献することがで

きた。毎月記載している内容においても，支援時

期と資料内容が重なっていることと，市内研修会

を始め全国的な資料を取り入れることで，充実し

た資料を作成できたと考える。

資料の活用状況は徐々に高まり，不登校対応教

員の中で資料活用が徐々に定着してきた。 月に

実施したアンケートでは，多くの不登校対応教員

により活用されており，参考にした割合まで含め

ると９割を超え，活用の様子についても多数のコ

メントが寄せられた。不登校対応教員の業務内容

を充実させ，生徒支援や校内職員の連携に寄与す

るツールとして活用できるものであったと考える。

次年度に向け，次年度不登校対応教員や異校種

教員へ取組を紹介することも行っている。福岡市

教職員専用ホームページである「スクール ネ

ット」への掲載 毎月 や，「不登校対応教員配置

校における不登校解消に向けた実践事例集」へ

の資料掲載することになった。小学校や高校等

の異校種に対して不登校生徒支援に関する啓発

資料を残すことは，今後の支援に向けて継続し

た支援機会が得られたと考える。今年度の担当

教員が読み返すツールとしても活用できるよう

にしている。生徒支援や校内支援体制つくりに

参考にしているという感想も，多く寄せられた。

一方，３形態のコンサルテーションの進め方

について課題が残った。個別のコンサルテーシ

ョンでは，コンサルティのニーズに答える形態

をとったため， を活用したコンサルテーシ

ョンが限定的であり，系統だてコンサルテーショ

ンを実施することができなかった。グループコン

サルテーションについては，研修会後のグループ

学習を想定していたが，経験年数･経歴の異なる不

登校対応教員のニーズの多様さから，共通した課

題をもつ小集団を構成するより，個別に対応する

ことへの希望の方が多かった。よって，グループ

単位でのコンサルテーションを実施することがで

きなかった。研修型コンサルテーションにおいて

は， を配布し多くの不登校対応教員へ対し

て，時期に応じた共通の話題を提供することで，

業務内容を事前に把握し生徒や同僚教員への支援

に一定の効果を上げることができた。一方で，コ

ンサルタントが研修会時に，様々な取組を発信す

ることが十分にできなかったことは今後の課題で

ある。

６ 総合考察

本研究では，「福岡市ステップ応援資料 」

を用いたコンサルテーションを実施し，市が全校

に配置した不登校対応教員の力量を向上させるた

めの支援内容と効果を検証することを目的とした。

予備研究として， 準備に向けてのアンケ

ートの実施や，コンサルテーションの際の留意事

項ならびに手順を明確にすることで，コンサルテ

ーションの手続きの構造化を行った。 
第１研究では， 試行版)を使ってコンサル

テーションを実践し，コンサルテーションの在り

方を検討した。 を使いコンサルテーション

の手順によって進めることにより，効果的にコン

サルテーションを行うことができ，業務に関する

視野の広がり･遂行の具体化等の成果がみられた。

第２研究では，全市へ配布される同資料を用い
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た不登校対応教員へコンサルテーションを３形態

で実施し，生徒の学校適応感向上や業務内容の拡

がりが確認された。研修型コンサルテーションを

実施することで，全職員で共通の視点をもって，

生徒支援にあたることができた。また，グループ

コンサルテーションとして学年会を活用すること

で，コンサルタントやコンサルティが進める支援

へ共通理解をもって，取り組むことができた。個

別のコンサルテーションについては，年間を通し

て実施し日常的な生徒支援について，互いの専門

性を活かしながら，生徒支援にあたった。

第３研究では，市内不登校対応教員へ を

活用したコンサルテーションを実施し，担任との

連携や時期に応じた生徒支援がスムーズに行われ

る等の成果が見られた。 については，資料

作成および全校への毎月の送付，ニーズに合わせ

た個別のコンサルテーション，年３回のアンケー

トおよびフィードバックをサイクルとして行った。

多様なキャリアの不登校対応教員が活用し参考と

するという結果が見られ，不登校対応のツールの

一つとして，資料の汎用性が確認できた。

学校適応を促進させるためのシステムの基盤と

なる要素として，①人的配置②プランニング③ツ

ール④ルール⑤周知の５領域を述べている 西山，

。①人的配置をされた不登校対応教員へ対し

て， は，②プランニング（年間計画）③ツ

ール（スクリーニングシート，マニュアル）④ル

ール（基本的ルール）⑤周知（広報，職員研修）

の要素を取り込んだ資料として，年間を通じて毎

月，市内全不登校対応教員へ送付をし，多様なキ

ャリアの教員が活用したり参考資料としたりした。

さらに，市内全不登校対応教員に対して，３回行

ったアンケートは市教委が作成した「不登校対応

教員の手引き」に沿った，業務内容の指針を元に

作成している。大野らは，学校適応援助の推進や

運営に関する指針などが連動して，それらを充実

させる校内研修が機能すれば，さらに安定したサ

ービスが期待できると述べている。

コンサルテーションにおいて，小林 は

「 Ⅰ 子どもへの直接的な支援」「 Ⅱ

子どもへの間接的な支援」「 Ⅲ 教師への直

接的な支援」「 Ⅳ 組織への直接的な支援」

の４つの段階を述べている。コンサルテーション

を実施する際は，コンサルティやクライアントだ

けでなく，援助対象周辺の関係職員へのコンサル

テーションが必要となる場合がある。本研究にお

ける３形態のコンサルテーションは，研修型，グ

ループ，個人の３形態のコンサルテーションを行

い，段階に応じて形態を変えて実施をした点で，

コンサルテーションの役割を考えることができた。

しかし，３形態のコンサルテーションをバランス

よく行うためには，コンサルティのニーズを考え

ることとあわせて，コンサルタントが年間計画に

見通しを立てて，進めていく必要があると考える。

今回はコンサルテーションを実施した教員の力

量向上を，自己評価や業務内容の拡がりで測った

ため，数値的な変容を見ることが難しかった。し

かし，「福岡市ステップ応援資料（ ）」におい

て，活用・参考状況は，９月の段階で６割程度で

あったものが 月の段階で９割を超えており，市

内不登校対応教員から多くの活用例や業務内容の

拡がりを確認することができた。

今後コンサルテーションを実施するには，シス

テム基盤を作る上で の質をあげて継続的に

活用するとともに，段階に応じたコンサルテーシ

ョンを効果的に推進することによって，不登校対

応教員の力量向上につながっていくようにしたい。
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